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論文　余 震に 対 す る等 価粘性 減衰定数評価 に 関 する解析的研究
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要旨 ：数個 の 安価な加速度計か ら建物 の 性能曲線 と本震 の 要求曲線 を計測 ・
比 較する こ とに

よ り建物 の 残余耐震性能を リア ル タイ ム に判定す る装置を開発する ために は，本震 で 損傷を

受けた建物 が余震 で 応答す る際 の 等価減衰定数を精度よ く推定する必 要が ある。そ こ で ， 1

質点系 モ デル におい て ，計 40，500 ケース の弾塑性解析を実施 し ， 等価減衰定数 とそれ に伴 う

5％減衰で の 弾性 ス ペ ク トル に対す る建物の 応答低減率の推定式 を提案 した 。

キーワー ド ：等価粘性減衰定数 ， 余震 ， 要求 曲線 ， 限界耐力 計算

1．は じめ に

　地震発 生 時に既存構造物に 設置 し た加 速度計

で観測 され た加速度記録か ら，構造物の 性能 曲

線 と地震 の 要求曲線を計算 し，両者を比 較す る

こ とに よ り ， 構造 物 の 本震 後 の 残 余 耐震性 能 を

自動的に 判 定す る装置 の 開発
1）

は ， 余震によ る

二 次被害軽減 の ため に も急務で ある。

　性能曲線
2）
とは ，建物 の 主要な振動モ ー ドを取

り出 し ， それ を 1 質点系 に縮約 した も の で あ り，

縦軸は 1 自由度系に縮約 された復元力 （代表復

元力），横軸は 1 自由度系 に 縮約 された 変位 （代

表変位）となる。
一

方，要求曲線
2）
とは，縦軸 に

加速度応答 ス ペ ク トル の 縦 軸 の 値，横軸に変位

応答 ス ペ ク トル の 縦軸の 値 をと っ た もの で ある。

　図一1 に構造物 の残余耐震性 能判定方法 の 概念

を示 す 。 要求 曲線 （応答 ス ペ ク トル ） を計算す

る た め に は ，減衰定数 を仮定す る 必 要が あ る 。

本装置で は，弾性 範囲で 5 ％ の減衰 を仮 定す る

（図 中 Curv。 1）。図中（A ）点で 構造物が降伏す る

と ， 構 造物 の 非線形 に よ り生 じる履歴 減衰を減

衰 として 更に見込 める 。 履歴減衰 は構 造物 の 損

傷に応 じ て 増加 す る と考 え られ る た め ， 代表変

位が 大きくなる に 従 い 履歴減衰 も大き くな る。

そ の 為，要求 曲線は（B）点 よ り図 中 Curve　2 の よ

うに Curve　1に比 べ 低減 され る。性能曲線 と履歴

減衰 を考慮 した要求 曲線の 交 点 （図中（C）点）が，

本震 で の 最大応答点 と推定 で きる e

　
一

方 余震に 関 して も ， 本震 よ り始 ま り余 震終

了 ま で を非常に長時間の 1 っ の 地震動 と考え る

と，同 じ手 法 で 余震で の 最大応答点 を推定 で き

る。本震 の み に 比 べ て ，余震も含める と入力 エ

ネル ギ
ー

はそ の 分増える ため，構 造物 の 応答変

位は本震の み と比 べ て増加 す る 。 従 っ て ， 相 対

的に履歴減衰効果が低下 し た と考える こ とが出

来 る （図中 CUIve　3）。 余震で の 最大応答点は
，

こ の 要求 曲線 と性能 曲線 の 交点 とな る 。

　本震 に対す る，構造物 の 損傷に応 じた減衰 定

数の 推定式は ，文献 3）や国土交通省告示 1457号

第 6 に規定されて い る。損傷に応 じた履歴減衰

の 影 響を考慮 した要 求曲線 （図中 Curve　2 お よび

C 皿 ve 　3） を得 るた め に は
， 代表変位 に 応 じ て 履

歴減 衰を含ん だ減衰 h と ， そ の 時 の 周期 T を計

算し，h と T を用 い て弾性応答計算を行 う必 要が

あ る。その 為，要求曲線 と性能曲線の 交点 を求

め るた め には，多く の 計算を要する こ と となる 。

そ こ で ， 国 土交通省告示 1457 号第 6 には ，
h に

応 じた 要求曲線 の
， 5 ％減衰で の 要求曲線に対

す る比率 R （以 下，加速度低減率）が規定 され

て い る。 こ の 鳳 を用 い る こ とに よ り，あらか じ

め 5％減衰で の 要求 曲線を計算 して お けば，異な
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る減衰に対 して も菰 を乗 じるだ けで計算で きる。

　 し か し，本震か ら余震ま で の
一

連の 入 力に対

す る減衰定数の 推定式お よびそ の 減衰定数に応

じた 要求 曲線の 低減率 に 関して は こ れ まで に検

討 された例が ない 。 そ こ で 本論文 で は ， 1 質点

系 モ デル を対象に ， 履歴 モ デル と入 力地 震動 を

パ ラ メ
ー

タ と し，同
一

地震 動 を 2 回入 力 した解

析 を行 うこ と に よ り ， 本震か ら余震ま で の 入力

に対す る減衰定数 の 推定式お よび減衰定数に応

じた要求 曲線の 低減率 に関 して検討 を行 う。

2．本震 に対す る等 価減衰 と加速度低減率

　調 和 定常応 答 で は，構 造物 の 非線形 性 に よ っ

て生 じる履歴減衰   は式（1）で計算 で きる。

　　　・
。

一岩夢　　　　　　（1）

こ こ で，△W は 1 サイ ク ル の 歪仕事量で あ り，m

は運動 エ ネ ル ギ
ー

の 最大値で ある。例 えば，バ

イ リニ アーモ デ ル で は ， 式（2）の よ うに ， 図一2 に

示す よ うな除荷剛性 低減 モ デル で は式（3）の よ う

に計算で きる
3）
。

h。　一ヱ（ト 1！μ）
　 　 π

（2）

　　　h
．

・ i（1− 1／VJJ）　　　　　 （3）
　 　 　 　 　 z

　実地震 動 下 で の 応 答 で は 、 履歴 消費 エ ネル ギ

ーが調和定常応答時に 比 べ て 小 さくな る た め、

式（2）お よび式（3）では大きく見積 も りすぎる こ と

とな る。 これま で の 非線形地震応答解析を用 い

た検討等
4）・5）か ら、文献 3）で は 式（4）に よ り推定

す る こ とを提 案 し て い る 。
ま た 、国 土交通 省告

示 1457号第 6 で は、「部材 を構成す る材料及び

隣接する部材 と の接合部が 緊結 され た部材」 で

は式（4）、それ 以外で は式（5）に よ り推定する と し

て い る 。

h
．

一・．25・1一炯

  一e．… 1一ゾ、局

は 、同 じ く国：ヒ交通省告示 1457号第 6 で は式（6）

の よ うに 定義 され て い る 。
こ こ で 、h は構造物 の

等価粘性減衰定数で あ り、弾性 時 の 粘性 減衰定

数を 5 ％ と仮定 して 、式の で計算 して い る。

　 　 　 　 　 1．5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）　　 　 鳳

＝
　 　 　 　 　 1＋ 10h

　　 　 h ＝h ＋ e．05　　　　　　　　　　　　　 （7）
　 　 　 　 　  

3．余震に対する等価滅衰と加速度低減率

3A 検討手順 と解析パ ラ メ ータ

　検討手順を以下 に示す 。 なお 、解析で は弾性

時の 粘性減衰定数 を 5 ％ と仮定 し、瞬間剛性比

例型 モ デル を用 い た。

（a）

開
の

9h
眞

ぎ

馨り
冫

召
旨

§
｝

各 モ デル に 対 し て 、所 定の 塑性率を生 じさ

せ るよ うに入力地 震動 レ ベ ル ム を収束計算

D   d αロrve

（A ！

畔
囲 皿匝 mumre

『呷
e

幽 d   飢 血 鯉

Vltindepdnrt

c ） ．．．r．9．2
。，el、卿 　 ＼　　　　 丶
曲 一 騨 ＼
血 山ernnhk

Perfc＿ cr Ψc

　 Curve　3
d岱 e2

　 ＼ 丶
＼ ＿

　 L  喞    m 由 ■hedr

　 Curve　1

璽
＼

（4）

（5）

また 、減衰定数に応 じた 要求 曲線の 低減率 F
、

Rq ）resentative 　displaeanait　Sd

図一1　性能 曲線と要求曲線

図
一2　除荷剛性低減 モ デル
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（b）

（c）

（d）

に よ り求める。 こ の 時の 最大代表復元力は

4m“で あ る 。

最 大応 答 点か ら等価 周期 丁
．q ． p を計算 し 、

5 ％減衰で の T
．．、“ 、

で の 弾性 解析 を実施す

る 。
こ の 時 の 最大代表復元力は 鳳 で あ る 。

Am 羸お よび 4 か ら 、
　 F

”
‘v4 ．．／As一 を計算す

る。更に 、弾性解析時 の 最大代表復 元力 が

4 甌と
一致す る減衰定数 h

．
、を収束計算 に

よ り求め る。

  の 解 析 に引 き続 い て、20 秒分の 0 入力で

応答 を収 束させた 後、 レ ベ ル L
、
で再度地震

動を入力す る 。
こ の 時の 最大代表復元力 は

A4t。，．、。。t で ある・

最大応答点か ら等価周期TiPm
、a、t を計 算し 、

5 ％減衰で の T
“ ，。、。。、 で の 弾性解析 を実施す

る。こ の 時の 最大代表復元力は A ’
，”

で あ る 。

AIP，th。k および オ
’

盛
か ら、　F

．
　＝　A

． ． ／Ai，．
を計算

す る 。 更に 、 弾性 解析 時 の 最大代表復元力

が A4Pt
． 、． 、

と
一

致す る減衰定数 h
． 、

を収 束計

算に よ り求め る。

　解析に用 い た 履歴 モ デ ル は 、鉄骨造 と木造 を

模擬 した Bi−linearモ デ ル 、 鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト造

を模擬 し た Takedaモ デ ル
、 お よび 履歴消費 エ ネ

ル ギーの少な い 構造を模擬 した Takeda　Slipモ デ

ル の 3 種類 で ある。解析パ ラ メ
ー

タを以下 に示

す。降伏点剛性低下率 α
，
は 0．5，0．6，0．7，0．8，0．9

の 5 ケース 、第 1 折れ点で の 復元力 e．の 第 2折

れ点で の復元力 g、
に対す る比 訴 は 0．3，0．5，　O．75

の 3 ケ
ー

ス と した 。
モ デル の 周 期は 0．3 秒か ら

1．3秒ま で e．1秒刻み の 10 ケ
ー

ス と した 。本震で

生じる最大塑性率 μ。Ut
は、 1 ，2 ，3 ，4 ，5 の

5 ケ
ー

ス とした。地震動は 、El　Centro、　Taft、亅MA

Kobe 、　 Hachinoheの EW お よび NS 成分 と、第 2

種地盤 を想定 した 人工 地震波 蓋0 波 （WG60 〜

WG69 ） の 計 18 波を用 い た 。 解析ケース 数は 全

体 で 、
3x5x3x10x5 × 18＝40，500 ケース で あ る 。

　折 れ 点で 生 じ る 復元 力 の 不 釣 合 い 力 、お よび

折れ点で の 剛性変化に よ り生 じる減衰力 の 不釣

合 い 力 は、合わせ て外力 として 次ス テ ッ プ で解

除 した 。 解析 時間刻みは 0．Ol 秒 とした e 等価周

期 の算出法 は 、 応 答 の 正側 お よび負側の 最大点

を結ぶ 方法 を用 い た。

　地震動の 加速度応答倍率 ス ペ ク トル 図
一3 に観

測地 震動 と人 工 地震波に分けて 示す 。 人工 地震

波 は、ほ ぼ共通 の ス ペ ク トル 形状 となっ て い る

こ と がわ か る 。

3．2 解析結果およ び結果の検討

　本検討手法で は 、3．1 節で 示 した とお り、計 3

回 の 収束計算 を行 う。 何れの 場合 も 、 目標値 と

計 算値 の 差 と目標値 の 比 、す なわ ち式（8）を収束

検討用 の 誤 差 ε と した 。 ま た 、許容誤差の値 は 、

計算 の 発 散を 防ぐ た め、収束 計算回 数 の 関数 と

し て い る。本検討で は計算結 果 の うち、 3 回 の

収束計算の e が何れも 5 ％を下回 る計 40，207（全

ケー
ス 40，500） ケ

ー
ス を用 い る。全 ケ

ー
ス の

99．3％は 何れ の誤差 も 5 ％を下回 っ た事 とな る a

4
　
　

　　
3
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0

0　　　　　
5
　
　　　
0

，
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ユ
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畧
蹙

§
ε

麿
賛

並
8
饕

昌

露り
笛

1 卍　　　　　　　 亅

Pdied（眦 ）

（a）観測地震波

1 2　 　 　 　 　 　 　 s

Pdied（Dec）

　　　　（b）人 工 地震波

図一3 加 速度応答倍率ス ペ ク トル
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　　　　 KT・・g。岫 。）一（C田・u1・t。d ・al・。】
　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　 （8）　 　 　 E ＝

　　　　　　　　IT・・g・t ・・1・ el

　 図
一4 に

一
例 と して 、 Takedaモ デ ル で の 、本震

に対す る等価粘性減衰定数   、
と最大塑性率、お

よび本震 と余震を
一連 と して 入力 した ときの 等

価粘 性 減衰 定数 h．，
と最 大塑性 率 の 関係 を人工

地震波 と観測地震波別 に示す。図 中、■ は本震 に

対す る結 果 、
●は本震 と余震を

一
連 と して 入力 し

た場合 の 結果 を示す 。 また、図中に は式（4）お よ

び式（5）で 計 算 され る等価粘性 減衰定数 （内部粘

性減衰定数 と して 5％を考慮） の 他に式（9）お よ

び式oo）に示 す よ うに 、係 数を それ ぞれ 式（5）の

50％ の 0．10、更 にそ の 60％ の 0．06 に 低減 し、内

部 粘性減衰定数 と し て 5％を考慮 し た 場合 を併

せ て 示 して い る。

い 0．1・・（1一ゾ洞・ ・．05

h
。，

− 0．・6 ・1− i！JJ）・ 0，・5

（9）

（10）

　表一1 に各式 の 係数 に対 して 、式 による等価粘

性 減衰定数の 計算値が 解析 結果 を下回 るケ
ー

ス

の 、全 ケ
ー

ス 数に対す る比 （以下 、 誤 差率 と呼

ぶ ）を示す ．バ イ リニ ア
ー

モ デル の場合、係数

0、25 （表 中（1）欄）お よび 0，20 （表中（2）欄） の 場

合 ともに 、観測地震動 の ほ うが人 工 地 震 波よ り

も誤差率は 小 さい もの の 、19．5〜52．7％ が下 回 っ

て い る。余震 に 対 して は 、 全体的に等価粘性減

衰定数は本震 に比 べ て 小 さくな る た め、係数 O．25

（表中（3）欄）お よび 0．20 （表 中（4）欄） の 場合 の

誤差率は更に 大き くな る。係 数を 0．10 （表 中（5）

欄）および 0．06 （表中（6）欄）に低減 した場合、

そ の 誤差率は本震で の 係 数 0．25 お よび 0，20 の 場

合に比 べ て 小 さくな り、11．4〜27．1％で ある。

　
一

方、血 keda モ デル お よび Takeda 　Slipモ デル

で は、  ，に関 し ては、バ イ リニ ア
ー

モ デ ル に比

べ て 誤差率は小 さく、係数 0．20 （表中（2）欄）で

は両 モ デル で も誤差率は 20％以下 で あ り、特 に

Takeda モ デル の 人 工 地震 波 を入力 したケー
ス で

は 、 実に誤差率は 2，5％で あっ た 。

　馬、
に関 して は、バ イ リニ ア

ー
モ デル の場合 と

同 じく全 体的に 幅、 を下回 っ て い る こ とが分か

る。特に人 工 地震波を入 力 した場 合 で は 、係 数

0．10 （表 中（5）欄 ）で誤差率 は 1 ％ を切っ て い る。

観測地震動を入 力 した 場合で は 、係 数 0．IO で 誤

差率は約 14％、係数 0．06 で も誤差率 は約 10％あ

り、図
一4（b）か らも計 算値 を下回る解析結果の 多

くは 、等価粘性減衰定数が 5 ％ を も下 回 る場合

が殆 どで あ る。つ ま り、 こ れ らの ケース に対 し

ては 、係 数 の 値 を低減 して も 、 安全性 の 改善は

さほ ど見込めな い こ とに なる。以上 の 結果 よ り、

本震 と余震を
一

連で 入 力 した 場合 の 等価粘性減

衰定数は、安全側 に残 余耐震 性能 を評 価す る こ

とを考え ると 、 式（9）で推定す る こ とが適当で あ

る と考え られ る。

　 図一4 の 中で 、等価粘性減衰定数が 内部粘性 減

衰定数 （5％）を下回 っ て い るケ
ー

ス が幾っ かあ

る。こ れは、図
一5 に示す よ うに 、 性能曲線が 5 ％

減衰で の 要求曲線 との 交 点 （図中（B））で 止 ま ら

表一1　 誤差率

Ralio
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　 （2）
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0．20f〔ガ

　乃
  2

　 （5）
0．10fbr
　乃

叫 2
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0．06f α r

煽

　（7）
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F 艀 w 〆乃
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ずに 図 中（A ）が 最大応答 とな っ た た め
、 等価周 期

で の 弾性 最大応答が 点（A）と な る た め に は 、点（C）

を超 えて い るた め、減衰定数が 5 ％を 下回 っ た

と考 え られ る。こ れ は、等価周期が 両 方向の 最

大値 か ら求 めた周 期 とは厳 密に は異 な る こ とに

起因する 。 特に観測地震動に対する結果で 、 5 ％

を大き く下 回 る等価粘性減衰定数が 得 られて い

る の は 、 観測地震動 の 要求 曲線が大 き くば らっ

い て お り、相対的に 図一5 中の 点（C）と点（A）が 大

き く異 なる こ とが多 い た め と考え られる。

　本 震 お よび本震 と余震を
一連で入 力 した場 合

の 、構造物 モ デル の応答加速度最大値 4amarの 、

等価周期で の 5 ％減衰時の 弾性解析に よ る応答

加速度最大値 4．．，に 対す る比 （へ お よび Fn ）と、

等価粘性減衰定数 の 関係 を検討する。表一1 には、

式（9）に よ る計算値が解析 結果 を下回 る場合 の 、

全 ケ ース 数に対す る比 率 （誤差率）を示 して い

る 。 こ こ で 、凡 お よ び 馬 が 1 を越 えたケース 、

お よび Bi−linearモ デル で 目標塑性率が 1 の ケー

ス は 除外 し た 。

　表一1 中（7＞欄お よ び （8）欄 に 、等価粘性減衰定数

と して、推定式に よる値 を用い た 場合の 結果を

示す 。図6 には
一例と して 、血 keda モ デル で の

結果 を示す 。 なお 、
こ こ で 推定 式 によ る値とは 、

応答最大塑性 率 か ら本震 に対 し て は 式｛5）に 0．05

を加 えた値、余震に 対 し て は式（9）に よ り算出 し

た値で あ る 。 実際の 判定では 、こ の 推定式に よ

る等価粘 性 減衰定数 を用 い て F
，， を求め る こ と

となる の で 、こ れ らの 結果が、判定にお ける精

度 を示 して い る 。

　F
，、

に 関 し て は 、表一1中（2）欄 に 示す よ うに 、式

（5）が 等価粘性減衰定数を解析結果の 中央値 よ り

も安全側に評価するため 、同表（7）欄 に 示す 結果

の誤差率は小 さい 。その値 は 、Bi−linearモ デル の

観測地震動入力で
一

番大 き く 36．7％ 、 Takedaモ

デル の 人 工 地 震波入力で
一
番小 さ く2．2％ で あ り 、

全体で も 20．6 °／・ の 誤差率で あ っ た。

　ろ 、 に関し て は 、表一1 中（5）欄 に 示す よ うに 、式

（9）が等価粘性減衰定数を解析結果 よ りも非常に

安全 側に評価するた め、同表（8｝欄に示す結果の

誤 差率 は 小 さい 。そ の 値 は 、Bi−1inearモ デル の 観

測地震動 入 力 で
一

番大 き く 29．4％、Takeda モ デ

ル お よび 肱 keda−slip モ デ ル の 人 工 地 震波入力 で

一
番小さく 0．2％で あ り、全体で も 13．6％の 誤差

率で あっ た。

　以上 の よ うに 、 余 震 に 対す る Fn は 、 式（9）に よ
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図一5　等価減衰が初期減衰を下 回る場合
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り推定 した等価粘性減衰定 数を用 い て、式（6）に

より算出す る こ とに より、解析ケース の 864％

に 対 して は安全 側 の 評価 とな っ た。

5．まとめ

　既存構造物 の残余耐震性能判定手法 を確立す

るた め、 1 質点系 モ デ ル を対象に 、履歴モ デ ル

と 入力地震動 をパ ラ メ
ー

タと し、同
一

地 震動を

2 回入 力 し た解析 を行 うこ とに よ り、余 震 に対

す る減衰定数 の 推定式お よび減衰定数 に応 じた

要求 曲線 の 低減率 に関 して検討 を行 っ た 。得 ら

れた知見を以 下に示す 。

1． 以 現行の 本震に 対す る等価粘性 減 衰定数推

　　定式 2 式 （式 （4）、（5））は、構造物 の モ デ ル

　　や 入力 地震動 の 性 質に よ っ て 、 3 〜53％程

　　度の ケース が過 大評価 され る精度で推定が

　　可能で あ っ た 。

2． 本震 と余震を
一

連 に 入 力 し た場合 の 等価粘

　　性 減衰定数は 、式（9）を 用 い る こ と に よ り本

　　震 に対する推定式よ りも安全側 に推定 が可

　　能 で あ っ た。  と同様に Bi・linearモ デ ル の

　　場合は過大評 価 され るケ
ー

ス が約 27％であ

　　っ たが 、Takedaモ デル および Takeda−slip モ

　　デ ル の 場合は 、人工 地震 波入力 で 1 ％ 、 観

　　測地震動で も約 14％で あっ た。

3． 本震 に 対す る 丹 を計 算す る際 の 等価粘性 減

　　衰 定数の 値 と して 、式（5）に よる推定式を用

　　い た場合 は 、全 体で 79．4％ の 解析 結果 を安

　　全側に評価する こ とが出来た 。

4，　 本震 と余震を
一

連に 入 力 し た場合の Fh を計

　　算す る 際 の 等価粘性減衰定数 の 値 と し て 、

　　式（9）に よる推 定式 を用 い た場合は 、全体で

　　 84．6％ の 解析結果 を安全側に 評価す る こ と

　　が 出来 た 。 特 に 、 Takeda モ デ ル お よ び

　　Takeda・slip モ デル を用い て 人工 地震波 を入

　　力 した場 合で は、99．8％の解析結果 を安全側

　　 に評価 した 。
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